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Ⅰ　はじめに
　企業活動のグローバル化の進展に伴い多国籍企業マネジメントの関心は，「グローバル本社
が海外子会社の活動をいかに統制するか」という集権的な観点から，「海外子会社が現地コン
テクストにおいて発展させた知識や能力をグローバルでいかに活用していくか」という分権的
な観点へと移行してきている（Ambos et al., 2006; Birkinshaw & Pedersen, 2009）。このよう
な移行は，多国籍企業内，あるいは本社・子会社間における知識移転のあり方についても，こ
れまで支配的であった本社から子会社への「一方的な知識移転」というアプローチに再考を迫っ
ている。このような背景から，近年では子会社から本社への知識移転，あるいは子会社間での
知識移転といった「多面的な知識移転」のあり方に多くの注目が集まってきている（e.g. 
Berry, 2014; Mudambi & Navarra, 2004）。
　多面的な知識移転への関心の増大は，日本企業のグローバル化のあり方とも深く連動してい
る。Lean 生産システム（Womack & Jones, 1996），改善（Imai, 1986；大野，1978），系列型
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Supply Chain Management（Lincoln & Gerlach, 2004），連携調整による問題解決（Clark & 
Fujimoto, 1991）といった競争優位の源泉を日本国内で発展させてきた日本企業においては，
本社から子会社への「一方的な知識移転」がこれまでの主な関心であった。移転先企業の現地
コンテクストや文化への配慮の重要性は認識されてきたものの（e.g. Liker et al. （eds）, 1999; 
公文・安保編，2005；清編，2011），多くのケースにおいては，依然として「いかにして日本
的経営慣行を海外へ移転するか」ということが大きな関心の的であった。実際，日本のグロー
バル企業の多くは，日本人駐在員を通した現地従業員の育成や OJT ベースの暗黙知の共有と
いった日本から海外子会社への知識移転を中心に置いた海外子会社マネジメント・システムを
発展させてきている（e.g. Aoki, 2008; Elgar & Smith, 2005；小池，2008）。他方，近年におけ
る海外生産の急増により，これらグローバル企業の多くは今や売上や利益の過半数を海外子会
社に依存する事態に直面している。このような事態は，海外子会社の自律的な活動を通した環
境適応，すなわち「ローカル・イノベーション」の必要性を増大させている。ローカル・イノ
ベーションの成果を多国籍企業レベルでの競争優位の源泉として活用するためには，知識移転
のあり方を「一方的な知識移転」から「多面的な知識移転」へと変革していく必要があると考
えられる。
　ローカル・イノベーションや多面的な知識移転を可能とするためには，海外子会社への分権
化，自律的な意思決定の促進ということが不可欠となってくるといえよう。その一方で，日本
企業がグローバルで競争力を維持・強化していくためには，これまで築き上げてきた企業独自
の強み（コア・コンピタンス）の海外子会社への展開という側面も不可欠な重要性を持ちうる
（Barney, 1991; Hamel & Prahalad, 1994）。日本企業がこれまでグローバル市場で競争優位を
発揮してきたのは，欧米企業が模倣困難な独自の組織能力を発展させてきたからであり，
Lean 生産システム，改善などの有効性は現在でも世界で認められている（Benner & 
Tushman, 2015; Staats et al., 2011）。このような日本独自の強みは今後ともグローバル競争優
位の源泉として生かされていくべきであろう。そのためには，日本の強みを標準化してグロー
バルに展開するという「グローバル統合」（Bartlett & Ghoshal, 1998; Prahalad & Doz, 1987）
が必要となる。他方，海外子会社の強みを生かすためには，すでに述べたように，「ローカル・
イノベーション」を推進するための分権化が不可欠となる。現在グローバル企業の多くが直面
している課題は，このような相反するニーズのどちらかを選択することではなく，双方のニー
ズに対応するための仕組みや能力（すなわち ambidexterity）を発展させていくことにあると
いえる。
　以上で述べた，グローバル統合とローカル・イノベーションという相反するニーズの双方に
対応するための多国籍企業マネジメントのあり方を考察することが本調査の主な目的である。
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本調査では，1）これまで日本企業の競争力の源泉を構成してきたと思われる生産システム，2）
その実行を人材面でサポートする人的資源管理，という 2 つの側面に焦点が当てられている。
最後に，調査結果の総括を行い，今後の課題を浮き彫りにすることで結びとする。
Ⅱ　調査方法と調査企業の概要
1．調査方法
　本研究は 2016 年 4 月に文部科学省科学研究費（課題研究番号 : 16K03821）の支援のもとで
開始された。研究組織・活動は，研究代表者である青木克生（明治大学）と分担研究者である
George Olcott（慶応大学）の二者から構成されている。2016 年は多国籍企業マネジメントや
日本企業グローバル化についての文献研究を中心に行い，それをベースに 2017 年 1 月より実
態調査を開始した。実態調査は，異なる状況に置かれた日本の代表的なグローバル企業の比較
分析を行うことを目的として設計されている。
　調査対象企業として，まずはグローバルで競争優位を維持している自動車業界から 2 社，さ
らには近年アジア企業の台頭などにより厳しいグローバル競争に直面している電機業界から 2
社を選定した。これは異なるグローバル化圧力に直面する二つのグループ間での比較を行うこ
とを意図している。さらに，エントリーモードの差異に応じた比較を行うことを意図して，
M&A を中心に海外展開を推進してきた 2 社を比較対象に含むこととした。調査対象企業は全
て連結従業員数 2 万人以上の大企業であり，50 年以上の歴史を有する。これら企業はまたそ
れぞれの業界で主要なポジションを確立している。
　データ収集は，インタビューと工場観察，文書アーカイブの三つの方法に依拠し，これら 6
企業の日本本社と海外子会社の双方で実施された。海外子会社については，欧州を調査対象地
域として選定した。これは，現地ニーズの多様性と強力なライバル企業の存在という点から，
現地子会社は強いローカル化圧力に直面するであろうとの理由による。調査対象 6 社において，
経営企画，人事，生産，開発など様々な分野のダイレクター，マネージャーに対して合計 72
のインタビューが実施された。インタビューは semi-structured 形式で行い，日本語のプロト
コルは青木が作成し，英語のプロトコルは Olcott が作成した。また interview transcripts の
作成についても，日本語のものは青木が担当し，英語のものは Olcott が担当した。
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2．調査企業の概要
表 1　調査対象企業の概要
企業 グローバル化と近年の経営課題
自動車 1
一部で JV が用いられているものの，基本的には Greenfield 投資を通してグローバル経営を展開。
日本国内で育成してきた組織能力の海外への移転が主な目的。電動化や AI 化といった環境変化
により近年は分権化を推進してきている。
自動車 2
一部で M&A や JV が用いられているものの，基本的には Greenfield 投資を通してグローバル経
営を展開。日本国内で育成してきた組織能力の海外への移転が主な目的。電動化や AI 化といっ
た環境変化により近年は分権化を推進してきている。
電機 1
グローバル競争の激化により事業構造の再構築を積極的に推進。「市場のある場所がビジネスの中
心」との理念から，海外子会社のローカル・イノベーションと分権化を大胆に展開してきている。
海外 M&A も積極的に活用。
電機 2
海外子会社への分権化・ローカル化をメインとしたグローバル経営を展開。グローバル競争の激
化によりグローバル生産体制の再構成を積極的に実施。日本はハイテク分野の拠点としてグロー
バルで活用されている。
消費財 1
主に M&A を通してグローバル経営を展開。海外子会社に大幅な権限移譲を行い，海外事業マネ
ジメントの中心は海外子会社となっている。他方，国内では日本独自のやり方を保持し，生産面
では日本の強みを海外へと展開している。
素材 1
主に M&A を通してグローバル経営を展開。海外子会社に大幅な権限移譲を行い，海外事業マネ
ジメントの中心は海外子会社となっている。ガバナンスの中心は日本にあるものの，日本のマネ
ジメント・システムも海外に合わせて大胆に変革。
　表 1 から分かるように，調査対象企業におけるグローバル化の経緯については様々な形態が
観察された。現在でも国際競争力を強く保持している自動車企業については，日本本社で発展
させてきた競争優位の源泉を海外子会社へと移転していくという集権的な形でグローバル経営
が展開されてきている。そのため M&A よりは Greenfield 投資に依拠するという形態がメイ
ンとなっている。しかしながら，電動化や AI 化といった環境変化の認識から，自動車 1（完
成車メーカー），自動車 2（大手システム部品メーカー）の双方ともローカル化・分権化を推
進していく必要性を強く認識している。
　他方，アジア企業の台頭などグローバル競争の激化を経験してきた電機企業においては，自
動車企業よりも大胆な形でのローカル化・分権化が展開されてきている。電機 1（重電分野の
工場を調査）は事業構造そのものの再構築の一環としてグローバル M&A を積極活用してき
ている。「市場のある場所にビジネスの中心を置くべき」との理念から，事業本社を日本から
海外へと移転するという大胆な分権化も展開されている。電機 2（弱電分野の工場を調査）も
マザー工場を日本から海外へと移転するという大胆な分権化を展開してきている。その一方で，
日本国内はハイスペック品の生産に特化するといった比較的明確なグローバル分業体制を構築
してきている。
　最後に，消費財 1，素材 1 の双方は，日本企業としては珍しく，M&A に依拠した形でグロー
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バル経営を展開してきている。消費財 1 は，欧州に海外事業の本社を置き，そこに海外事業オ
ペレーションについての権限を大幅に委譲している。その一方で，日本国内は海外のシステム
と類似するものの，基本的には日本独自のシステムを保持している。M&A に依拠してきた素
材 1 も同様に海外子会社に大幅な権限移譲を行っている。素材 1 の場合，海外マネジメント・
システムに合わせる形で日本のシステムをより大胆に変革してきている。ガバナンス上では日
本が本社となっているものの，事業や機能部門のトップはほとんど外国人となっている。グロー
バルで共通の KPIs（Key Performance Indicators）を設定し，国籍にとらわれずにベスト・
プラクティスをグローバル子会社へと展開している。
Ⅲ　生産システムのグローバル化・ローカル化
1．生産システムのグローバル化
　日本の生産システムは，改善や 5S といったユニークな特徴を持つものとして知られ，日本
企業の競争優位の源泉と考えられてきた。これら特徴は，世界のライバル企業から模倣の対象
とされてきたと同時に，日本独特の文化に深く埋め込まれていることから，海外企業が詳細に
わたって模倣することは困難であると考えられてきた（安保編 , 1994; Liker et al. （eds）, 
1999）。まずは，このような日本的生産システムのグローバル化のあり方について以下では見
ていく。表 2 は各社における実態をまとめたものである。
表 2　生産システムのグローバル化
企業 日本本社の主な役割 日本人駐在員の主な役割
本社・子会社関係と
コミュニケーション
自動車 1
標準化された技術規格や仕様の作
成。生産技術や設備の開発。それ
らのグローバル展開
日本的生産システムを現地従業員
に手厚く指導。日本とのコミュニ
ケーションの媒介
日本がメイン（事業の中心）とな
る集権的な体制。日本から海外へ
のコミュニケーションがメイン
自動車 2
標準化された技術規格や仕様の作
成。生産技術や設備の開発。それ
らのグローバル展開
日本的生産システムを現地従業員
に手厚く指導。日本とのコミュニ
ケーションの媒介
日本がメイン（事業の中心）とな
る集権的な体制。日本から海外へ
のコミュニケーションがメイン
電機 1
コア・デザインやコアの性能と関
わる部分の開発。海外拠点の立ち
上げ
ライン管理者として現地で必要な
機能を遂行。日本とのコミュニケー
ションの媒介
海外がメイン（事業の中心）とな
る分権的な体制。グローバル・チー
ムがコミュニケーションを媒介
電機 2
ハイスペック品の開発と生産。自
動化や AI など先端分野の技術開発
とそのグローバル展開
ライン管理者として現地で必要な
機能を遂行。日本とのコミュニケー
ションの媒介
集権化と分権化のハイブリッド。
日本と海外の双方向コミュニケー
ション
消費財 1
生産技術や先端設備の開発と改善。
それらをグローバル展開するため
の文書化
ライン管理者として現地で必要な
機能を遂行。日本とのコミュニケー
ションの媒介
日本と海外で別のシステムを運用。
日本と海外の双方向コミュニケー
ション
素材 1
改善や 5S の推進。それらをグロー
バル展開するための文書化
ライン管理者として現地で必要な
機能を遂行（日本人駐在員の派遣
は限定的）。日本とのコミュニケー
ションの媒介
グローバルに各事業部門がメイン
となる分権的な体制。グローバル・
チームがコミュニケーションを媒
介
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　自動車 1 については，日本国内で発展させてきた生産システムがグローバルで高い評価を受
けており，そのようなシステムを標準化して海外へと移転することが生産システムのグローバ
ル化の焦点となってきている。生産プロセスや品質システムと関わる詳細な規格や標準が日本
で構築され，それを組み込んだプラットフォームを開発することで日本の技術をグローバル展
開している。その一方で，文書化されないソフトな部分（現場主義，相互学習，継続的改善）
の海外移転も重視されている。そのような部分は日本人駐在員（Coordinator と呼ばれる）が
現地従業員に対して OJT ベースの手厚い指導を行う形となっている。このような日本の強み
の重要性は，現地従業員もよく理解しており，自ら学習し，取り入れてきている。しかしなが
ら，10 年，20 年と経過しても依然として Coordinator に依存するやり方は，「日本本社は自分
たちの能力を信頼していないのではないか」との疑念を現地従業員の間で生じさせることもあ
る。
　これと類似する問題は自動車 2 においても観察された。自動車 2 の生産システムも自動車 1
と同様に海外で高い評価を受けてきており，それを標準化して海外へと移転することが生産シ
ステムのグローバル化の焦点となってきている。Coordinator と呼ばれる日本人駐在員が現地
従業員を手厚く指導し，最終的には「海外子会社の独り立ち」ということを目標にグローバル
化を進めてきている。英語化されたマニュアルなどが本社から提示されるものの，それをもっ
て細部のニュアンスまでを伝えることはできない。自動車 1 と同様にソフトな部分の海外移転
を重視していることから，日本人駐在員に依存する部分が大きくならざるを得ない。また日本
本社の技術スタッフが常に海外の現地スタッフとの間で直接コミュニケーションを取っている
わけではなく，日本人駐在員がコミュニケーションの仲介役を果たす機会も多くなる。このよ
うな状況は，「重要なコミュニケーションは日本人のみの間で実行される」との印象を現地従
業員に与えてしまうことにもなる。
　自動車 1，2 の双方は，これまで日本本社が主体となり，日本のマネジメント・システムを
海外へと移転することを通してグローバル化を推進してきている。しかしながら，電動化や
AI 化といった環境変化に直面している現在，両社ともこれまでのスタイルの限界を認識する
に至っている。新しい環境に対してグローバルで迅速に適応していくために，現在では現地従
業員ヘの一層の分権化を進めていく方向に動いている。
　電機 1 については，調査訪問した欧州工場の立ち上げに際し，当初は日本人が主体となり，
日本のマネジメント・システムを移転することを計画していた。しかしながら，日本顧客の要
求と欧州顧客の要求との間のギャップ，さらには日本サプライヤーと欧州サプライヤーの能力
（e.g. JIT への対応能力）のギャップといった問題により，日本システムの欧州での適用の困
難性が浮き彫りとなった。また日本の生産プロセスは人の経験やコツに依存する部分が多く，
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プロセスの標準化が不十分であったことも移転の困難性を増大させた。その一方で，買収によっ
て得た他の欧州工場が標準化された生産プロセスを有していたため，そちらの工場をメインと
して欧州拠点をサポートする体制に転換するに至っている。他方，アジア拠点については日本
が主体となってサポートをしている。開発資源の多くは日本に集中しており，コア・デザイン
や性能のコアの部分の開発についても日本が中核的な役割を担っている。
　電機 2 のグローバル化は，通常の日本的なやり方とは異なり，ローカル化された子会社がお
互いに健全な競争を展開するという形で進められてきている。しかしながら，グローバル競争
の激化から，ここ 10 年においてはグローバル生産拠点の統廃合を進めてきている。現在，消
費者向け製品の生産については，アジア子会社がマザー工場の役割を果たすという分権化を
ベースとした生産体制となっている。その一方で，自動化や AI といったグローバル統合のメ
リットが出せる先端分野については，日本の技術センターで開発したものを世界の子会社へと
展開している。これは日本のセンターが開発の全てを担うわけではなく，グローバル拠点間の
頻繁なコミュニケーション（テレビ会議等）に依拠して進める形となっている。日本は，海外
では対応できない超ハイスペック品の生産拠点としての役割も果たしている。そのような生産
を今後日本で増やしていくことを構想している。また，次世代リーダーの育成や改善成果のシェ
ア（QC サークル等）といった活動についても，日本が全体を統括する形でグローバル展開し
てきている。
　消費財 1 もグローバル競争の激化からグローバル生産拠点の統廃合を進めてきている。他方，
アジアなど新市場への参入を M&A を通して積極的に展開してきている。消費財 1 は，海外
オペレーションについての権限の多くを買収によって獲得した海外会社へと委譲している。こ
の海外会社が海外事業を統括的に管理している一方で，日本は海外とは別の独自のシステムを
維持している。生産については日本の人材を用いて世界の拠点をサポートする形となっている。
特に生産技術や設備の効率化については，日本の技術センターが中核的な役割を果たし，世界
をリードしている。多くの開発資源を日本が抱えていることから，新規分野の開発についても
日本が世界をリードしている。PDCA，5S，改善といった日本の強みも英語の解説書や事例集
の作成を通して積極的に海外展開している。このような仕組みの導入は短期的な成果の上昇を
伴うため，海外からは好意的に受け入れられている。短期的な成果の上昇を継続的な改善へと
繋げるべくグローバルでの人材育成を強化していくことを今後の課題としている。
　素材 1 は海外企業の M&A をベースに生産活動のグローバル化を展開してきている。この
ような経緯から，買収した企業の人材や方法を積極的に活用し，それに合わせる形で日本のシ
ステムを大胆に変革してきている。日本的システムを標準化して海外へと展開するという発想
というよりも，グローバルでベストなプラクティスをグローバル・チームが集約し，それを海
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外子会社が学習・導入する仕組みとなっている。改善や 5S といった日本が歴史的に力を入れ
てきている部分については，日本の優位性が世界で認められている。このような部分では，実
質的に日本がリーダーとなり，他の海外拠点を指導している。そのための英語ドキュメントの
作成も日本が行っている。しかしながら，日本がマザー工場として位置づけられているわけで
はなく，日本人駐在員の数も他社と比べると圧倒的に少ない。日本人駐在員が派遣されている
工場では，日本人駐在員は日本との間の技術の橋渡しをする他，自ら主体となって設備や工程
の改善を実施している。
2．生産システムのローカル化
　以上でみた生産システムのグローバル化は，日本本社から海外子会社への知識移転，すなわ
ちグローバル統合と主に関わる活動である。その一方で，海外子会社のローカル・イノベーショ
ンを可能とするためには，海外子会社の自律的な活動，すならちローカル化を推進していく必
要がある。表 3 は欧州の事例をベースに生産システムのローカル化についての各社の取り組み
をまとめたものである。
表 3　生産システムのローカル化
企業 欧州子会社における現地での取り組み ローカル化に向けた全社での取り組み
自動車 1
日本人駐在員と現地管理者間での役割の重複を解消す
る目的で日本人駐在員のライン管理者化を推進
分権的な体制の推進。そのための日本で作られた資料
の英語化やダイレクト・コミュニケーションの促進
自動車 2
日本のコンセプトを反映しつつ，現地のやり方により
適合する形の人材トレーニング・センターを設立
分権的な体制の推進。そのためのサポート資料の作成。
現地管理者登用の拡大。
電機 1
欧州子会社が新規欧州工場の支援を積極的に展開。グ
ローバルで統一された IT ベースの標準化プロセスの
構築をリード
海外に事業本社があり，ローカル化を前提とした経営
を展開。グローバル・プロジェクト・チームによる標
準化の推進
電機 2
日本から得たスペック情報をベースに現地従業員が独
自のやり方で生産ラインの立ち上げを推進
歴史的にローカル化をメインとしたグローバル経営を
展開。グローバル拠点間のオープンなコミュニケー
ションを促進
消費財 1
KPIs の設定を含む工場オペレーションは現地管理者
が自律的に実施。海外子会社の人材も駐在員としてグ
ローバル拠点を支援
日本と海外のシステムを切り離すことで大幅な分権化
を展開。相互学習のためのコミュニケーションの促進
素材 1
工場オペレーションは現地管理者が自律的に実施。グ
ローバル・チームが統合的な KPIs を設定し，世界の
工場を支援
日本はグローバル拠点の一つと位置付けられており，
ローカル化を前提とした経営を展開。グローバル・チー
ムが各工場の改善活動を支援
　自動車 1 については，これまでのローカル化の推進により，日本人駐在員数の減少，現地従
業員のシニア管理層への登用，といった事態が進展してきている。他方，日本で集中的に作ら
れた規格や標準がローカル化を制約するという事態にも直面してきている。そのため，現地従
業員が新しい現地調達品を開拓するなど独自の取り組みを試みても，日本規格との不適合から
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採用に至らないケースがしばしば生じてきた。このような事態は現地従業員の主体的でイノ
ベーティブな活動に負の影響をもたらすことから，ここ数年では海外子会社へのさらなる分権
化の必要性が強く認識されるに至っている。そのため現在では，膨大な日本語資料の英語化，
日本本社と海外子会社間のダイレクト・コミュニケーションの促進といった課題に取り組んで
いる。同時に，日本人駐在員のライン管理者化という活動を欧州主体で推進している。これは，
現地管理者との間で役割の重複を生み出してきた Coordinator としての日本人駐在員の役割を
原則的に廃止し，日本人駐在員の役割をライン管理者として再定義するというものである。こ
の活動は「ローカル化」を直接の目的としているわけではなく，「全てのポジションに国籍に
関わらない最適配置をすること」を目的としている。現在では，現時点で日本人駐在員にしか
できない仕事は何か，それを日本人・現地人と分け隔てなく遂行可能とするためには何をすべ
きか，ということを洗い出しながら新しいより統合的なグローバル分業体制の構築に取り組ん
でいる。
　自動車 2 も「海外子会社の独り立ち」ということを目標にローカル化を推進してきており，
日本人駐在員の数も減少してきている。しかしながら，現状では海外子会社のシニア管理ポス
トの多くは日本人によって占められている。調査訪問した欧州工場については，現地管理者へ
と工場長のポジションを委譲するに至っている。これにより，一貫したコンセプトと方法で現
地人材を管理することが可能となり，品質レベルも劇的に改善している。それでも依然として
日本人駐在員に依存する部分は大きい。このような現状を打破すべく，当工場では現地従業員
が主体となって人材トレーニング・センターの設立を進めている。日本本社の戦略的意図を組
み込み，それを現地人材に分かりやすい形でトレーニング・プログラムを構築している。たと
えば，センターによる研修と現場による実践が一体となった形でプログラムが組まれ，トレー
ニングの効果は必ず現場実践を通して確認がなされる形となっている。従来このようなプログ
ラムは本社で集中的に考え出されいたが，グローバル拠点の増大からそのようなやり方は限界
にきている。このようなローカル主体の取り組みをグローバルでいかに活用していくか，とい
うことが今後の課題となっている。
　電機 1 は市場規模の大きい欧州に事業本社を置いていることから，ローカル化を前提とした
海外事業の運営が展開されている。調査訪問した欧州工場についても，工場の立ち上げは日本
主体で行ったものの，工場オペレーションについては現地管理者が意思決定の主体となってい
る。日本のシステムをそのまま現地で使うことが困難であったため，現地管理者の判断により
汎用パッケージ化された IT ベースのマネジメント・システムが用いられている。現在は，欧
州側が主体となり，グローバルで標準化された IT ベースの生産プロセスを構築するためのプ
ロジェクトを進めている。5S や事前準備（配膳）を徹底する日本の方法は現場品質や効率性
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には大きく寄与するものの，ドキュメントを通した標準化という点については欧州の方が進ん
でいる。日本のメリットをグローバルで活用していくために，IT ベースの標準化プロセスに
合わせて日本の生産システムをいかに変革していくか，ということが大きな課題となっている。
　電機 2 は歴史的に海外子会社の自律性を尊重するローカル化を主体としたグローバル経営を
展開してきている。そのため生産工程だけではなく，設計や開発もセットで海外展開するケー
スが基本となっている。調査訪問した欧州工場についても，日本のサポートを得つつも現地管
理者主体のマネジメントで，日本よりも高い品質や生産性を達成することが可能となっている。
グローバル生産拠点の統廃合によって既存製品の生産を失った当工場は，高機能品や第三者ブ
ランド品の生産へとシフトすることで生き残りを模索してきている。グローバル分業について
は，現地従業員が設計段階から日本のレビュー会議に参加し，スペックを持ち帰ってくる。そ
れをベースに現地従業員が独自のやり方で生産ラインを立ち上げていく。日本本社とのコミュ
ニケーションは，基本的には本社スタッフと現地従業員の間でダイレクトに行われている。日
本人駐在員はライン管理者としての役割を担っており，現地従業員への指導を直接の目的とし
ているわけではない。イノベーティブな活動を展開している他工場へ学習目的で訪問するなど，
海外拠点間のコミュニケーンも非常にオープンに展開されている。欧州工場から出てきた自動
化コンセプトを日本の技術センターが標準化し，それをアジアの量産工場に展開するという形
でのフレキシブルなグローバル分業が可能となっている。
　消費財 1 は買収した欧州企業に大幅な海外事業運営の権限を委譲している。ある一定額まで
の投資については日本本社の承認なしで決定できる仕組みとなっている。工場オペレーション
についても，KPI の設定を含む意思決定の権限は日本本社ではなく海外子会社側が有している。
近年では，グローバル生産拠点を先進国からシフトさせ，M&A を通したアジアへの拡大を積
極的に推進してきている。海外 M&A についてのノウハウは日本が海外から学ぶ一方，改善
や 5S といった現場管理のノウハウは海外が日本から学ぶ形となっている。日本と海外拠点間
の人材交流は活発に行われている。日本から海外拠点へは支援とは別に教育目的で多くの駐在
員を送り出している。また日本の技術センターも研修目的で海外から管理者を受け入れている。
それとは別に 1 ヶ月ベースの Management Exchange Program が組まれている。開発分野で
も対面会議やビデオ会議などを通して日本と海外拠点間で頻繁に技術交流会を開催している。
　素材 1 は，すでに述べたように，日本から海外へと日本発の生産システムを移転するという
発想に依拠してはいない。ほとんどの国でライン管理者はローカライズされており，海外工場
が独立して自らの責任で工場を運営する形となっている。他方，外国人が率いるグローバル・
チームが各工場に横串を通す形で生産革新をリードしており，日本人もこのチームの一員とし
て加わっている。このチームが各工場に共通で適用される KPIs を設定し，各工場がそれに応
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じた情報をインプットする。それをチームが集計し，グローバルで品質，生産性などの情報が
共有される形となっている。さらに，各工場のベスト・プラクティスを文書化して登録するデー
タベースも用意されており，各工場間のオープンな情報共有を通してベスト・プラクティスを
相互学習する形となっている。KPI とパフォーマンスのギャップは現地管理者の個人評価とリ
ンクしており，それを埋めるためのベスト・プラクティスの導入は各工場の責任で実施されて
いる。グローバル・生産革新チームは工場間の橋渡しや情報提供といった形で支援を行ってい
る。しかしながら，業績比較はあくまでもグループ工場間で行われていることから，日本をは
じめとするトップ・レベルの工場がグループ内の「お山の大将」となってしまう危険性が危惧
されている。グループの枠を超えたベスト・プラクティスの学習をどのような形で取り入れる
か，ということが今後の課題となっている。
Ⅳ　人的資源管理のグローバル化とローカル実施状況
1．人的資源管理のグローバル化
表 4　人的資源管理のグローバル化
企業 グローバル・システムの対象 評価システム 報酬システム
自動車 1 部長相当職以上
職務遂行能力（コンピテンシー）
をメインとし，MBO を通して評価
するシステム
各地域で優秀な人材を獲得すべく
市場レベルを考慮して決定
自動車 2 次長相当職以上
職務遂行能力（コンピテンシー）
をメインとし，MBO を通して評価
するシステム
各地域で優秀な人材を獲得すべく
市場レベルを考慮して決定
電機 1 管理職全てと非管理職の一部
職務サイズ（役割の大きさ）をメ
インとし，コンピテンシーや個人
業績評価を含むシステム
各地域で優秀な人材を獲得すべく
市場レベルを考慮して決定
電機 2 組合員も含む全社員
職務サイズ（役割の大きさ）をメ
インとし，コンピテンシーや個人
業績評価を含むシステム
各地域で優秀な人材を獲得すべく
市場レベルを考慮して決定
消費財 1
海外子会社間でシステムを統合。
日本は類似する別のシステムを運
用
職務サイズ（役割の大きさ）をメ
インとし，コンピテンシーや個人
業績評価を含むシステム
海 外 は annual base salary，profit 
sharing，long-term incentive で 統
一。報酬レベルは各地域での競争
力を考慮して決定
素材 1 管理職全て
職務サイズ（役割の大きさ）をメ
インとし，コンピテンシーや個人
業績評価を含むシステム
基 本 給 与 に プ ラ ス し て annual 
bonus，long-term incentive で統一。
報酬レベルは各地域での競争力を
考慮して決定
　これまでの日本の人的資源管理システムは，終身雇用や年功序列といった「日本的」な要素
を強く反映する仕組みに依拠しており，このような仕組みの変革あるいは海外移転の困難性が
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指摘されてきている（e.g. Elgar & Smith, 2005; Liker, et al., 1999; Olcott, 2009）。この日本独
特の人的資源管理の仕組みがグローバルで統合されたシステム構築の障壁となってきていたと
考えられる。しかしながら近年，グローバルに事業を運営している大企業各社は，MBO
（Management by Objectives）の導入などと並行して人的資源管理システムのグローバル化を
推進してきている。以下の表 4 は各社の取り組みをまとめたものである。
　自動車 1 については，歴史的に人の育成を重視してきたという背景から職能給をベースとし
たシステムとなっている。部長相当職以上（日本本社の部長は欧州子会社の副社長と同じグレー
ド）はグローバル社員となり，グローバルで統一された評価体系が適用される。課題創造力，
組織マネジメント力，人材活用力などが評価項目を構成している。次長相当職以下についての
採用や処遇は各地域で完結して実施される。Job rotation を通した人材育成が重視されており，
グローバルで職務遂行能力（コンピテンシー）をメインとする評価となっている。報酬につい
ては，職能考課の結果を基本給に反映する，業績考課を賞与に反映するといったルールがグロー
バルで適用されているが，報酬額については各国で競争力のある水準が反映される形となって
いる。将来の幹部候補はグローバル人材として選定され，各拠点と事業のトップから構成され
る Global Succession Committee（年 3 回）が彼らの配置や育成について議論している。グロー
バル人材を日本に出向させ，日本の仕事の進め方を覚えてもらうという仕組もある。優秀者な
若手（30 半ば）を 3 ヶ月間副社長の秘書につけるという育成の仕組みもある。後継者育成と
連動した早い段階での若手従業員（特に日本人従業員）の管理職への登用といったことが今後
の課題となっている。
　自動車 2 は二つのレベルのグローバル・グレードを有している。一つは国や地域を問わず活
躍するグローバル人材で部長相当職が相当する。もう一つは欧州や北米といった各地域で活躍
する地域人材で次長相当職が相当する。グローバル人材はグローバルで自由に異動を行い，地
域人材は地域内（e.g. 欧州，アジア）で自由に異動を行うことが前提となっている。グローバル・
グレードの人材はグローバルで統一された基準とシートを用いて評価がなされている。また課
長相当職以上についてはグローバルで統一されたコンピテンシー・モデルが適用されている。
非管理職については，それぞれの地域で独自の基準が用いられている。Global Leadership 育
成プログラムを日本のビジネススクールの協力を得て日本本社が提供している。1 年のプログ
ラムの中で 3-4 回来日し，2-3 週間の研修を受ける形となる。プログラムのおよそ 50％は日本
人受講者で構成されている。Regional Leadership 育成プログラムも存在する。
　電機 1 については，グローバルでどのような人材がどの拠点に存在するのかを把握すべく，
間接従業員全てを含むグローバル HR データベースを作成している。グレードも職務をベース
にグローバルで全て統一化されている。グローバル・グレードの決定に際しては，企業サイズ
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や産業などのデータをベースに対象となる全ての職務に対する評価とポイント付けを実施して
いる。Global Performance Management も積極的に推進しており，管理職から非管理職へと
対象を拡大しつつある。これはトップから目標のカスケード・ダウンを徹底し，その達成度と
いう点から成果が評価される。同じ評価尺度と評価基準がグローバルに適用されることとなる。
ただし報酬については，その地域で優秀な人材を採用するために各地域で競争力のある水準を
決める形となっている。このようなグローバルの仕組みをベースに A レベル 100 人，B レベ
ル 1000 人という形で Global Talents を識別している。これはそれぞれの能力に応じた適切な
トレーニングを提示することを意図したものである。トレーニングについては，日本本社の研
修所が選抜研修などでグローバル拠点の人材を受け入れている。
　電機 2 はグローバルで共通の評価基準とグレードを組合員も含む全社員へと適用している。
グローバル・グレードは個人の役割と職務サイズをベースとしたもので統一されている。
Global Performance Management は，Behavior と Business objective の 2 つの評価プログラ
ムで構成されている。Behavior については企業バリューに沿った人材像が設定され，それに
依拠した評価が行われている。報酬については，役割の大きさといった基準はグローバルで統
一されているものの，各地域で競争力のある報酬レベルを独自に設定する形となっている。あ
くまでも各地域で最適なコストで人材を採用し，動機付け・維持していくことが目的となって
いる。グローバル評価基準は Global Talents の選定にも利用されている。各地域に Talent 
director を設け，彼らがキーとなる Talent を把握し，対面会議（最低年 2 回）とテレビ会議
を通してグローバルで情報を共有し合っている。現在の実績と将来の伸び代でタレントを把握
するツールを用いてタレント全体像を管理し，それをベースに後継者プランを作成している。
　消費財 1 について，日本以外の海外拠点についてはグローバルで統一されたシステムが適用
されている（海外本社が統括している）。職務評価は仕事の大きさをベースとしており，評価
制度は業務実績が 50％，行動・コンピテンシーが 50％となっている。コンピテンシー・モデ
ルについては日本と海外で基本的なコンセプトは統一されている。それ以外の点でも基本的に
は類似したシステムを日本も用いているが，細かい運用の方法は異なっている。報酬体系は，
annual base salary，単年度の profit sharing，long-term incentive（3 年間の業績に応じた報酬）
の 3 つを基本としている。報酬の水準は各地域の市場価格に連動する形となっている。採用と
後継者計画については，日本と海外で異なるシステムが採用されている。海外子会社を日本人
リーダー育成の場として活用しているため，日本から海外への出向者はかなり多い。海外子会
社 で 管 理 者 と し て の 役 割 が 付 与 さ れ る Functional Assignment と， 若 手 研 修 目 的 の
Development Assignment があり，Functional Assignment 候補者の決定権は海外側が有して
いる。
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　素材 1 は買収した海外企業の方法を取り入れる形で日本のグローバル人的資源管理システム
を変革してきている。グローバル・マネジメントは事業や機能をベースに組織されており，レ
ポート・ラインに国境や法人格という区切りは存在しない。A-H で区分されたグローバル・
グレードが全世界の管理職に適用されている。管理職の評価制度も MBO ベースで全世界が統
一されている。SaaS （Software as a Service）のシステムを利用し，後継者計画などのタレン
トマネジメント，MBO，業績考課の仕組みをグローバルで統一的に運用している。人事の仕
組みそのものを SaaS のシステムに合わせて変革するという思想に立脚しているためシステム
の導入に伴うカスタマイズ費用は発生しない。コンピテンシーについてもグローバルで統一さ
れたモデルが用いられている。報酬体系は基本給与と業績変動インセンティブから構成される。
インセンティブには年度の予算をベースにした annual bonus と，EPS/ROS の達成度と株価
に連動する long-term incentive がある。Talent Management については，後継者育成計画の
みではなく，high potential（HP）人材の選定，個別具体的な育成アクションの作成と進捗モ
ニターリングに力を入れている。トップ 60 数名の層に入る前の HP 人材は加速度型
Leadership Program を提供して育成を急いでいる。
2．人的資源管理のローカル実施状況
表 5　人的資源管理のローカル実施状況
企業 欧州拠点でのグローバル・システムの実施状況 日本国内でのグローバル・システムの実施状況
自動車 1 職能ベースで統一されたグローバル評価システムを欧
州で展開（部長相当職以上）。現地管理者と日本人駐
在員の評価が別体系となっている
日本の職能ベースのシステムがグローバル化されてい
るため，日本のシステムそのものに大きな変化はない
自動車 2 職能ベースのシステムをポジション・ベースのシステ
ムに置き換えて欧州で展開（次長相当職以上）。現地
管理者と日本人駐在員の評価が別体系となっている
日本の職能ベースのシステムがグローバル化されてい
るため，日本のシステムそのものに大きな変化はない
電機 1 職務ベースで統一されたグローバル・グレード・シス
テムを欧州で展開。現地管理者と日本人駐在員に同一
のシステムが適用されている
グローバル・システムが完全に日本に浸透しているわ
けではないが，基本思想は日本で定着しつつある
電機 2 職務ベースで統一されたグローバル・グレード・シス
テムを欧州で展開。現地管理者と日本人駐在員に同一
のシステムが適用されている
グローバル・グレードや職務の定義などは既に実行さ
れており，それ以外のものも日本で定着しつつある
消費財 1 海外子会社間で統一化された HRM システムを欧州で
展開。日本人駐在員には現地従業員と同じ海外のシス
テムが適用されている
日本国内は海外で統一化された HRM システムを用い
ているわけではないが，基本コンセプトは共有してい
る
素材 1 職務ベースで統一されたグローバル HRM システムを
欧州で展開（管理職以上）。日本人駐在員の職務評価
は現地が，報酬ベンチマーキングと報酬額の決定は
ホーム（日本）が運用責任を持つ
管理職以上は統一化された HRM システムが適用され
ているが，非管理職については年功ベースの残る日本
的なシステムを継続
　以上で各社における人的資源管理のグローバル化の実態についてみてきた。しかしながら，
上述のフレームワークやシステムが日本も含むローカルな現場で全て統一的に運用されている
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わけではない。以下では，そのようなローカル実施状況，特に日本と欧州子会社間のギャップ
という点に焦点を当ててみていく。表 5 はそのようなローカル実施状況をまとめたものである。
　自動車 1 については，日本的な人的資源管理システムが企業理念やバリューと深く連動して
おり，調査対象の欧州工場におけるシステムも比較的日本と近いものとなっている。日本とは
異なる欧州的労使関係の下でも，人材育成や改善といったコアの思想が受け入れられており，
QC サークルも工場レベルで実施されている。しかし現場労働者が残業をして QC サークル活
動を実行するという部分までが日本と同じように展開されているわけではない。現地シニア・
レベルの管理者は内部昇進者が多く，欧州域内での人材異動もフレキシブルに実施されている。
海外現地子会社で観察された一つの問題は，現地従業員と日本人駐在員の人事システムが統合
されておらず，権限と責任が不明確になる状況がしばしば生じているという点である。組織図
上は現地管理者が上司であっても，人事評価は日本人駐在員の中で実施されているという形と
なっている。すでに述べた日本人駐在員のライン管理者化はこのような問題の解消を意図した
ものでもある。Talent Management については，Carrier Building Blocks という欧州独自の
取り組みを実施している。30 代半ばの優秀な人材を選定し，地域内でのローテーションを通
して将来の地域トップを育成していく仕組みである。外部のビジネススクールではなく，日本
の研修センターが人材トレーニングに用いられている。
　自動車 2 については，すでに述べたように，グローバル人材に対しては本社のシステムが適
用されている。しかしながら，それ以外のほとんどの海外従業員の人的資源管理については，
各地域で独自のシステムが用いられている。現地従業員と日本人駐在員の人事システムが分化
されているため，役割や責任の重複といった自動車 1 と同様の問題が生じている。次長相当職
以上に適用されるグローバル・グレードについては，日本ではコンピテンシー・ベースのシス
テムとなっているが，欧州ではポジション・ベースのシステムとなっている。欧州本社の人事
がマッピング・システムを構築することで，欧州のポジションを日本の職能資格に対応させる
形で運用している。2013 年から欧州独自の Junior Talent 育成プログラムをスタートさせてい
る。採用段階から優れた人材を選定し，2 年間の専門教育を与える。その後は，育成目的のロー
テーションを通して幹部に特化したキャリアを積み上げていくことになる。ホワイトカラーの
育成プログラムについては，外部ビジネススクールなどを用いたものが，欧州事業本社により
独自に提示されている。ブルカラー向けの技能トレーニングが欠如していたことから，すでに
述べた欧州工場独自の取り組みが行われている。
　電機 1 は地域と機能を軸にしたマトリックス組織をグローバルで展開している。
Management Team トップの CEO も COO も欧州人となっており，過半数が外国人で占めら
れている。HR のトップは日本人となっており，彼を主導として統一化された人的資源管理シ
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ステムのグローバルでの適用が試みられている。グローバル人的資源管理システムの実施が日
本において貫徹されているわけではないが，基本思想は日本でも定着しつつある。性別や年齢
に拘らない人材の登用という考え方も日本で徐々に定着してきている。調査対象の欧州工場に
おいても，設立当初は指導を目的とし，現地管理者とは別のシステムで評価される日本人駐在
員が存在していた。しかしながら現在では，全ての駐在員（研修目的の人は除く）は同じ評価
システム，項目を用いて現地管理者によって評価される形となっている。英語の公用語化にも
力を入れており，Global English というコンセプトの下，西洋人に対しても分かりやすい言葉
の使い方ということが欧州主導で徹底されている。
　電機 2 については，「人事戦略は経営戦略そのもの」という認識を会社トップが有しており，
日本本社主導で人的資源管理システムの改革を推進してきている。グレード・システムや職務
の定義などについては日本も含むグローバルでの実施がすでに行われており，それ以外の仕組
みについても日本で定着しつつある。実際に仕事を覚えて成果を出すまでにある程度の期間を
要することから，日本での管理職への昇進はほぼ 30 歳以降ということになる（例外的に 20 代
というケースもある）。しかし基本は年齢に関係なく要求に見合う人により大きな役割を付与
していく形になっている。調査対象の欧州工場についても，グレードはグローバルで統一され
たものが用いられている。日本人駐在員の評価も現地従業員と同じ基準を用いて現地管理者が
実施している。評価項目は欧州として統一されたものが用いられており，そこには本社理念と
リンクしたコンピテンシーの項目が盛り込まれている。子会社独自の取り組みとしては，当工
場の現地 HR が独自のキャリア研修プログラムを提示している。上に行くためにどのような技
能や知識を習得すべきということがある程度明確になった研修システムをローカルで独自に展
開している。
　消費財 1 については，すでに述べたように，日本とは別の統一された人的資源管理システム
が海外拠点全てに対して適用されている。これは欧州のみならずアジアなども含む形である。
Functional Assignment として海外拠点で働く日本人駐在員は，海外のシステムに依拠して評
価される形となる。受け入れる海外側も戦力の一部を担うことを期待しており，期待に添わな
い人材は早期に日本に送り返される形となっている。後継者プランも海外子会社間で完結され
ているため日本への異動が組み込まれているわけではない。しかしながら，海外役員人材の任
用や報酬の決定権は日本本社が有している。逆に，日本本社の後継者プランには海外への異動
が組み込まれる形となっている。海外子会社間では欧州人材がアジア拠点のトップになるなど
グローバル・ローテーションが積極的に活用されている。海外の人材では 30 代で拠点長の役
割を付与されることが多いが，日本人の 30 代が拠点長となるケースは稀である。日本も近年
では年功を極力排除し，早期の管理職登用に向けて動いている。海外子会社をリードできる日
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本人リーダーの育成が大きな課題となっており，若い段階から海外へと送り出し，30 代後半
までにシニア・ダイレクターの仕事を経験させるというリーダー育成プログラムを立ち上げて
いる。
　素材 1 については，すでに述べたように，管理職以上については日本と海外の間で統一され
た人的資源管理システムが用いられている。HR のトップ（インタビュー時点で英国人）は役
員報酬も含むグローバル全ての人事機能を統括し，グローバルで統一された人的資源管理シス
テムの構築が進められてきている。TWI や Six Sigma といった人材トレーニングの仕組みは，
外部でパッケージ化されたものを利用し一部自社向けにカスタマイズして各拠点が取り入れる
形となっている。日本は長期雇用をベースとした独自の取り組みを進めており，たとえば QC
サークルは日本のみで実施されている。海外子会社における日本人駐在員の職務評価は現地管
理者によって実施される形となっている。しかしながら，基本給与のベンチマーキングと昇給
額の決定はホームカントリー（日本）で行っている。管理職以上のシステムはグローバルで統
合されているものの，非管理職についてはローカル独自で処遇する形となっている。そのため
日本の管理職の昇進タイミングが海外よりも遅くなるという問題が生じてくる。後継者プラン
を立てる上でこの問題は特に顕著となっており，グローバルで活躍できる日本の若手リーダー
の育成ということが大きな課題となっている。
Ⅴ　総括
1．調査結果のまとめ
　以上において調査対象企業 6 社についてのグローバル化・ローカル化への取り組みを生産シ
ステムと人的資源管理に焦点を当てみてきた。以下ではまず，6 社の比較検討から見えてきた
「日本企業グローバル化」についての全体的な傾向を簡潔にまとめていく。
　Japanization（海外子会社の日本化）アプローチの限界。これまでの日本企業のグローバル
化は，日本で育成してきた強みを標準化し，海外へと移転していくことが主な焦点であったと
考えられる。知識移転と「グローバル統合」に関するこのようなアプローチは Japanization「日
本化」（Oliver & Wilkinson, 1992）として知られている。それを可能とするために，日本人駐
在員を通して現地管理者を指導・育成し，彼らの行動からマインドセットまでを「日本化」し
ていくことが試みられてきた。自動車 1 と 2 が海外工場で展開している現場管理（改善や 5S）
の徹底度合いを見ると，このようなアプローチが日本的強みの海外移転という点で大きな寄与
を行ってきたと考えられる。しかしながら，10 年，20 年と依然として「日本化へ向けた指導」
を継続するやり方は，現地従業員のイノベーティブな取り組みやモチベーションに対する負の
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影響も同時に生み出してきている。このような負の影響は海外子会社が現地で優秀な人材を獲
得・維持していく際の障壁ともなっている。自動車 1 と 2 の双方とも，20 年以上にわたりこ
のような試みを続けてきているが，未だ「現地人材の日本化」や「海外子会社の自立化」は達
成されていない。電機 1，2，消費財 1，素材 1 については，すでにローカル化・分権化をメイ
ンとしたアプローチが採用され，ローカル・イノベーションやモチベーションという点でより
高い効果を発揮している。「グローバル化 = 日本化」というアプローチの限界を認識する時期
に来ているといえよう。
　指導者から管理者としての日本人駐在員の役割。上記の問題は日本人駐在員の役割の再定義
ということとも連動してくる。手厚い指導を目的とした日本人駐在員の役割（Coordinator）は，
経験の共有や暗黙知の移転（Chang et al., 2012; Noorderhaven & Harzing, 2009）という点で
は大きな効果を発揮してきたと思われる。しかしながら，自動車 1，2 にみられるように，こ
のやり方は同時に現地従業員との間で役割や責任の重複といった問題も引き起こしてきてい
る。また，日本人駐在員に過度に依存するやり方は，日本本社スタッフと現地従業員間のダイ
レクト・コミュニケーションを減少させるという状況も生み出している。とはいえ，よりロー
カル化・分権化を重視している他の 4 社がコミュニケーションの媒介としての日本人駐在員の
役割を軽視しているわけではない。標準化や文書化の限界を考えると，日本の強みを海外で生
かすためには人に依存する部分もある程度は必要となってくると思われる。電機 1 や素材 1 に
ついては，日本人駐在員の役割が大幅に減少してきているものの，逆に 5S や改善（QC サー
クル）といった日本の強みが海外で生かし切れていないという問題も生じている。自動車 1 に
みられるように，現地で必要な日本人駐在員の役割は何か，現地従業員へと委譲が可能な役割
は何かということを明確化し，日本人駐在員の役割を再定義していくことこそが求められてい
るといえよう。そうすることで，日本人駐在員を管理者として戦略的に海外子会社で活用して
いくことが可能となるといえよう。消費財 1 の日本人駐在員の活用はそのような観点を強く意
識しており，日本人駐在員は海外で現地人の視点から厳しく評価される形となっている。
　グローバル後継者プランと連動する評価システム。最後に，人的資源管理のグローバル化と
いう点では各社に共通する特徴が観察された。たとえば，適用範囲に違いがあるものの，各社
ともグローバルで統一された評価，グレード・システムの構築を進めていた。また各社とも，
各地域で優秀な人材を獲得すべく，市場レベルを考慮した報酬レベルの決定を実施していた。
しかしながら，グローバル・システムの実施が日本においてすでに貫徹している企業は一社も
なかった。電機 2 以外の企業については，グローバル・システムの適用は主として管理職以上
となっている。その場合，日本国内の非管理職の昇進は年功（経験の蓄積）をベースとしたシ
ステムに依拠する形となり，日本の若手従業員の昇進タイミングが海外従業員と比べて遅くな
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るという問題が生じてくる。とはいえ，日本のタイミングに海外を合わせてしまっては，海外
の優秀な従業員が早い段階で他企業へと離れていってしまう危険性が大きい。このような問題
は優秀な人材をできるだけ早く経営幹部へと登用していくことを困難とし，グローバル後継者
プランにも大きな影響を与えている。しかしながら，現場の従業員を OJT ベースで長期的な
観点から育成するシステムは，日本の強みを支えてきたという側面もある。後継者プランと連
動したグローバル人事評価システムの確立と OJT ベースの日本的人材育成システムとの間で
のバランシングという点が今後の大きな課題であるといえよう。
2．今後の課題
　以上に述べた調査結果のまとめから，日本企業のグローバル化は，これまで一般的であった
「日本化」アプローチからの脱却という方向へと動いていると考えられる。以下では，そのよ
うな脱却に際する今後の課題を提示して締めくくりとしたい。
　Japanizationから Global Innovationへ。日本的経営のグローバル化に関するこれまでの
研究では「ハイブリッド化」というコンセプトがしばしば使われてきた（e.g. Elgar & Smith, 
2005; Liker et al. （eds）, 1999）。これは，製造や現場管理といった部分は「日本化」を推進し，
労使関係や雇用慣行といった日本化が困難な部分はローカル化を推進していくという形態であ
る。すなわち，ハイブリッド化は，「完全な日本化」に対する次善の策という位置づけとなる。
本調査の結果は，現地従業員のイノベーティブな活動に負の影響を与える「日本化」というア
プローチそのものの限界を浮き彫りにする形となっている。産業や技術による差異という観点
は担保されるべきであるが，電機 2 などのケースを見ると，ローカル化・分権化をベースとす
る方法で海外工場が日本よりも高いパフォーマンスを発揮することは可能であると考えられる
（Aoki, 2008 の自動車部品会社の中国工場のケースも参照）。電機 2 は自動車 1，2 と比べると
より多くの権限を海外子会社へと委譲している。その一方で，電機 1，消費財 1，素材 1 と比
べると，グローバル人的資源管理やハイテク分野の技術開発において日本がより中心的な役割
を果たしている。ここでは，「日本化の次善の策としてのハイブリッド化」ではなく，「日本と
海外の強みをハイブリッド化し，新しい競争優位の源泉を構築すること」こそが目指されてい
るように思われる。このように日本と海外の強みのハイブリッド化を Global Innovation の土
台としていくことは，日本の多国籍企業マネジメントの今後の方向性の一つではないかと思わ
れる。そのためには，何を分権化し何を集権化すべきか，という点について本社・子会社を含
む全社レベルで多面的な議論を展開していく必要があるといえる。
　コア・コンピタンスの再定義。この方向性はグローバル・レベルでのコア・コンピタンスの
再定義ということとも連動してくる。すでに述べたように，日本で育成してきたコア・コンピ
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タンスを標準化し，世界へと展開していくという「日本化」アプローチは限界に来ているよう
に思われる。今後の IoT や AI の進展ということを考えると，この限界はさらに顕著となるで
あろう。日本国内のみならず世界中の多様な人材の知識や能力を活用する必要性は，今後ます
ます高まっていくと考えられる。しかしながら，このような先端技術の進展が改善や 5S といっ
たこれまでの日本の強みと矛盾するわけではない。IoT や AI をベースとした現場改善活動は
すでに日本の現場でも取り入れられている（日経ビジネス，2019; 日経ものづくり，2018）。こ
れは電機 1 の日本工場でも積極的に推進されている。しかしながら，「日本企業の強みは日本
人によって日本から構築されるべき」という考え方は改めるべきであろう。自動車 2 欧州工場
の人材トレーニング・センターのケースにみられるように，現地従業員を主体とした取り組み
でも「日本的」現場主義や改善を推進することは可能であると思われる。自動車 1，2 の双方
とも，自動化や AI 化という点では欧州の方が進んでおり，今後そのような知見を積極的に取
り入れていく必要性を指摘している。このような日本と海外の強みをハイブリッド化し，新し
いコア・コンピタンスを構築していくためには，「日本に何を残し，何を変革すべきか」とい
うことを明確化し，「自社の将来のコア・コンピタンスは何か」ということを再定義する必要
があるといえよう。電機 1 は正にグローバル・プロジェクト・チームを通してそのような議論
を現在進めている。
　グローバル・オープン・コミュニケーションの推進。最後に，「日本化」という視点を超え
た新しい「ハイブリット化」をベースとしたグローバル経営を展開していく上では，グローバ
ル・コミュニケーションの推進ということが不可欠となってくると思われる。調査対象となっ
た 6 社全てにおいて，現地従業員と日本本社スタッフとの間のダイレクト・コミュニケーショ
ン推進への取り組みが確認された。自動車 1 は，膨大な日本語資料を英語化していくことを通
して，日本人と外国人がオープンにコミュニケートし，分け隔てなく仕事が遂行できる体制を
構築していくことに取り組んでいる。素材 1 は，共通 KPIs の設定とその達成度合いのグロー
バル拠点間での「見える化」ということを通して，グローバルでオープンなコミュニケーショ
ンを推進している。ベスト・プラクティスの移転についても，情報ネットワークを通して各拠
点が主体的に学習・導入することが可能な仕組みを構築している。日本人と海外従業員間の相
互交換・交流システムの確立ということも，このような国境を越えたオープン・コミュニケー
ションを推進するために役立てていくべきであろう。消費財 1 は，一ヶ月ベースの
Management Exchange Program を日本と海外の拠点間で展開しているが，これは限られた
従業員にしか適用されない海外駐在員制度の限界を補うことを意図したものである。これまで
の日本企業のグローバル人材教育・育成システムの焦点は，海外駐在員制度の利用を通した「日
本人のグローバル化」ということであったと思われる。今後は，グローバル従業員全てをイノ
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ベーションと競争優位の源泉と捉え，日本人のみではなくグローバル全ての従業員を対象とし
た人材教育・育成システムを展開していくべきであろう。
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